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1921 大正 10 1 月 1 日 市制施行により千葉市誕生

1931 昭和 ６ 千葉聯隊区司令部設置（椿森）

1945 昭和 20 千葉空襲 （６月10日、 7月7日）、
中心市街地の 7 割が消失

1946 昭和 21 「戦災復興計画」立案、焼野原からの
再建はじまる

1963 昭和 38 国鉄千葉駅が現在地に移転

1970 昭和 45 市庁舎が千葉港に移転、
あわせて市制50年記念式典を挙行

1980 昭和 55 「戦災復興計画」事業完了

1987 昭和 62 千葉空襲写真パネル展開始

1989 平成元 「平和都市」を宣言

1992 平成 ４ 全国12番目の政令指定都市として
スタート

1995 平成 ７ 千葉空襲及び終戦50周年、
平和都市宣言記念像設置

2005 平成 17 DVD「千葉空襲戦災体験談
『平和の道しるべ』」制作

2009 平成 21 平和首長会議加盟

2011 平成 23 平和啓発パンフレット
「考えよう　平和の大切さ」発行

2015 平成 27 平和アニメ上映・戦災講話会開始

2021 令和 ３ 千葉市制施行100周年

2022 令和 ４ 政令指定都市移行30周年
移転工事中の国鉄千葉駅

市制施行当時の市庁舎

千葉市と平和啓発のあゆみ

市制施行を祝うアーチ門

世界の紛争と難民
　「20 世紀は戦争の世紀」といわれ、たくさんの犠牲と被害をもたらした第１
次、第２次世界大戦のあとも、300 回を超える紛争によって、2,000 万人以
上の犠牲者が出たとされています。
　昭和20年（1945年）以後、アメリカを中心とする西側の国々と、旧ソ連を
中心とする東側の国々の対立（冷戦）が続きましたが、1990 年代、ソ連の
崩壊によって冷戦は終わりました。しかし、それまで抑えられていた民族や宗
教、独立の問題がわきあがり、さらに貧困、経済など様々な問題と絡み合って、
各地で武力紛争が多発しました。
　NGO（非政府組織）の世界的広がりと国の枠を越えた活動、ヨーロッパ
の通貨統合などにより、21世紀は平和への展望が見えたかのようでしたが、
2001 年９月 11 日に起こったアメリカの同時多発テロ以来、世界でテロ事件
が相次いでいます。
　また、ロシアは 2022 年 2 月 24 日、ウクライナへの侵略を開始し、2023 年 6 月現在も続いているなど、今も多くの地域で内戦や
紛争が絶えず、世界各地で多数の難民が存在しています（2021 年末時点では約 2,710 万人）。

ミサイル攻撃で被害を受けたウクライナのドニプロ市の住宅。
この攻撃で 9 階建ての建物が破壊され、子供 6 人を含む少なく
とも46人が死亡、 子供16人を含む80人が負傷した。
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爆撃で大きな被害を受けたウクライナのミコライウ市の州庁舎。
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生後 3 カ月と 3 歳の子どもを連れてハンガリーに逃れてきた母親。
夫はウクライナに残ったままだという。
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核兵器禁止条約の制定交渉会議の様子（広島市提供）

「核兵器禁止条約」の発効
 令和３年（2021年）１月22日に、核兵器の開発、保有、使用あるいは使用の威嚇を含むあらゆる活動を例外なく禁止した国際

条約である核兵器禁止条約が発効しました。

　千葉市の平和都市宣言や平和首長会議が目指す「核兵器のない世界」を実現するためには、核保有国及びその同盟国の参加が

不可欠であり、同条約を広く浸透させ、核兵器廃絶の推進力としていくために、我が国を含めて署名・批准国の一層の拡大を図

っていくことが課題となっています。

　国際社会における核兵器の非人道性に対する認識の広がりや核

軍縮の停滞などを背景に、平成29年（2017年）7月7日、「核兵器禁

止条約」が国連加盟国の６割を超える122か国の賛成により採択

されました。

　その後、 平成29年（2017年）9月20日から各国による署名が開

始され、 令和2年（2020年）10月24日に、 批准した国が発効要件

である50か国に達したことから、 令和3年（2021年）1月22日に

条約が発効しました。

条約発効に至る経緯

　条約の主な内容

ソマリアに母親と他の兄弟を残して、祖母と伯父とともにエチオピアへの亡命
生活を余儀なくされた子ども。

スーダンから隣国チャドへの避難民。急性栄養失調に苦しむ娘を抱き、
医者の診察を待っている母。

スーダンの紛争キャンプから逃れ、一時的な避難所を設置している難民帰還者。

テケゼ川を渡ってスーダンのハムダイエットに向かうエチオピア難民。
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万人

2021年末時点で故郷を追われた人の数
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核兵器禁止条約の制定交渉会議の様子（広島市提供）
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条約発効に至る経緯

　条約の主な内容

【前　文】
　　被爆者（ヒバクシャ）に言及

被爆者（ヒバクシャ）の苦しみと被害に触れ、人道の諸原則の推進のた
めに、核兵器廃絶に向けて被爆者などが行ってきた努力にも言及してい
ます。

【第１条】
　　核兵器の開発、実験、使用、使用の
　　威嚇などを禁止

核兵器の開発、実験、製造、取得、保有、貯蔵、移譲、使用、使用の威
嚇などの活動を、いかなる場合にも禁止しています。

【第４条】
　　核保有国の加盟についても規定

定められた期限までに国際機関の検証を受けて核兵器を廃棄する義務を
果たすことを前提に、核保有国も条約に加盟できると規定しています。

【第８条】
　　条約について話し合う会議を開催

条約の運用などについて話し合う締約国会議や再検討会議の開催につい
て定めており、いずれの会議にも、条約に加盟していない国やNGOな
どをオブザーバーとして招請するとしています。


